
21 21 21 21 高速道路料金高速道路料金高速道路料金高速道路料金「「「「全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度」」」」のののの実現実現実現実現についてについてについてについて 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県担当課（室）道路政策課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針》（P3，19）
　◇  震災による著しい悪影響が社会経済に及んでいる地域など，被災地域の
　　復旧･復興のために一体不可分のものとして緊急に実施
　　・観光業について，国内外の旅行需要を回復，喚起する。
　　
《民主党の政権政策 Manifesto2010》（P18）
  ◇交通政策・公共事業
    ・高速道路は，無料化した際の効果や他の公共交通の状況に留意しつつ，段階
      的に原則無料とする。
《新成長戦略》（P25）
  ◇地域資源の活用による地方都市の再生

《現状》
■　本州四国連絡高速道路は，他の高速道路に比べ割高な料金設定から，観光振興,

農林水産物の流通，企業誘致に大きな障壁「平成の大関所」となっている。
■　平成２１年３月から実施された「土日祝日上限１,０００円」の割引では，本四
３ルート全体で土日祝日の普通車・軽自動車の通行台数が１.８倍（H21／H20）と
大幅に増加した。

■　約１０億円という少ない財源で経済，雇用対策に大きな役割を果たし，本四道
路が他の高速道路程度の料金で通行できるようになれば，「夢の架橋」になるこ
とが実証された。

■　このため，「本四道路を含む全国一律料金制度」について，要望してきた結果,
２月１６日には，全国の高速道路と本四道路を乗り継いだ場合，平日普通車の乗
継料金が「５００円」となる，新たな料金割引（案）が示されたが，３月１１日
に発生した東日本大震災の復興財源に充てるため，新たな料金割引の実施が見送
られ，「土日祝日上限１,０００円」についても，６月１９日限りで廃止された。

《課題》
◆　百年に一度の経済危機の真っ只中に発生した，千年に一度の大震災により，日

本全体を覆う閉塞感を打破するためには，四国をはじめとする西日本が牽引役と
なって，日本全体の経済・雇用を支えていく必要がある。

◆　「高コスト構造」を解消し，地域間格差を是正するためには，「本四道路を含
む高速道路全国一律料金制度」の実現が，是非とも必要である。

◆　特に，観光振興に効果があった「土日祝日上限１,０００円」の復活が必要であ
る。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
①　高速道路の料金制度については，地域間格差を是正する「本四道路を含む全国 

一律料金制度」を早期に実現すること。　

　②　特に，本四道路の「土日祝日上限１,０００円」制度を復活すること。

　主務省庁局名　国土交通省道路局
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＜参考＞
 

平日普通車料金

現在の料金割引 平成23年4月～ 平成24年度以降

NEXCO別料金

本四道路別料金
全国一律料金全国一律料金全国一律料金全国一律料金

目指すは

NEXCO・本四乗継
２,５００円

全国一律料金への

通過点通過点通過点通過点

500500500500円円円円

2222,,,,000000000000円円円円

2222,,,,725725725725円円円円

3333,,,,815815815815円円円円

～～ ～～

東日本大震災で実施されなかった！

土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限１１１１,,,,００００００００００００円円円円はははは，，，，
本四道路本四道路本四道路本四道路がががが一番効果一番効果一番効果一番効果があったがあったがあったがあった！！！！
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県境断面交通量（休日　普通車、軽自動車等）

多々羅大橋

瀬戸大橋
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約約約約１１１１....８８８８倍倍倍倍
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1,650

（万人）

H20 H21

四国の主要観光地入込状況

約約約約130130130130万人増万人増万人増万人増

1111,,,,508508508508万人万人万人万人

1111,,,,637637637637万人万人万人万人

平 成２１年度 　四 国 の主 要 観 光 地 入 込状 況 に つ い て

四 国運 輸 局 　企画 観 光 部 　観 光 地 域 振 興 課

提言提言提言提言①①①①　　　　高速道路高速道路高速道路高速道路のののの料金制度料金制度料金制度料金制度についてはについてはについてはについては，，，，地域間格差地域間格差地域間格差地域間格差をををを
　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 是正是正是正是正するするするする「「「「全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度」」」」のののの早期実現早期実現早期実現早期実現をををを！！！！

提言提言提言提言②②②②　　　　まずはまずはまずはまずは，，，，日本全体日本全体日本全体日本全体をををを覆覆覆覆うううう閉塞感閉塞感閉塞感閉塞感をををを打破打破打破打破するためするためするためするため，，，，
　　　　　　「　　　　　　「　　　　　　「　　　　　　「本四道路本四道路本四道路本四道路のののの土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限１１１１,,,,００００００００００００円円円円」」」」のののの復活復活復活復活をををを！！！！

1250
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NEXCO区間で
89.0kmの料金

神戸西IC～鳴門IC
（89.0ｋｍ）

休日(ETC) 通常料金

約２．２倍

「土日祝日上限千円」
とほぼ同額

約約約約１０１０１０１０億円億円億円億円

平成２３年度に実施が予定されていた暫定料金は，
全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度全国一律料金制度へのへのへのへの「「「「第一歩第一歩第一歩第一歩」」」」だっただっただっただった！！！！

高速道路高速道路高速道路高速道路「「「「土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限土日祝日上限１１１１,,,,００００００００００００円円円円」」」」のののの廃止廃止廃止廃止によりによりによりにより，，，，
本四道路本四道路本四道路本四道路ととととNEXCONEXCONEXCONEXCO区間区間区間区間にににに格差格差格差格差がががが生生生生じているじているじているじている

物流系にも格差が・・・
　 大手コンビニエンスストアが，四国に未進出　さらに，四国には新幹線も走っておらず，格差が発生！

現在，四国の物流コストが高い

　四国にはコストに敏感な
自動車組み立て工場がない

このままでは，
他地域との格差がさらに拡大！

自動車組立工場分布図
(（社）日本自動車工業会，本田技研工業㈱ＨＰより作成）

四国に立地なし

進進進進まないまないまないまない企業誘致企業誘致企業誘致企業誘致
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22222222 震災復興経済対策交付金震災復興経済対策交付金震災復興経済対策交付金震災復興経済対策交付金（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの創設及創設及創設及創設及びびびび経済対策関連基金経済対策関連基金経済対策関連基金経済対策関連基金のののの
充実強化充実強化充実強化充実強化についてについてについてについて

県担当課（室）財政課・市町村課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針 （P22）》
◇ 大震災の教訓を踏まえた国づくり

《民主党の政権政策 Manifesto 2010》
◇ 地域主権

・地域の権限や財源を大幅に増やし，地域のことは地域で決められるように
する。

《現状》
■ 「百年に一度の経済危機」真っ只中に発生した「千年に一度の大震災」により

我が国はまさに「国難」に直面しており，大震災以降の厳しい難局を乗り越える
ために，迅速かつ効果的な「経済・雇用対策」が求められている。

■ しかしながら，地方においては，非常に厳しい財政運営を強いられており，県
民生活に身近な公共事業など，地方単独できめ細やかな「経済・雇用対策」を講
じることが困難となっている。

《課題》
◆ 未曾有の「国難」を打開するには，西日本の経済を活性化させ，日本全体の経

済活性化に繋げ，被災地をはじめとする東日本を支えていく必要がある。

◆ 経済の活性化に当たっては，地方の実情に応じた，きめ細やかな「経済・雇用
対策」を展開することが不可欠であり，自由度の高い交付金の地方財政措置が必
要となる。

◆ 平成２０年度以降，国の交付金や補助金を財源として創設した「経済対策関連
基金」については，緊急の雇用創出や子育て支援，医療・福祉の充実など喫緊か
つ重要な課題への対応に不可欠な財源となっているが，その殆どが「２３年度
末」をもって終了する予定となっている。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 地方が，地域の実情にあわせて，機動的で創意工夫を凝らした「経済・雇用対
策」を実施できるよう，自由度の高い「新たな交付金（震災復興経済対策交付金
（仮称 」を創設すること。））
・ソフト･ハード事業を問わず，幅広く充当可能な交付金とすること。
・事業間流用や基金への積立など，弾力的な活用が可能な交付金とすること。

② 経済対策関連基金の実施期間の延長や積み増し，対象事業の拡大など，基金事
業の充実強化を図ること。

主務省庁局名 内閣府，総務省
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＜参考＞

【政策提言による効果等】

【【【【提言提言提言提言①①①①】】】】 自由度自由度自由度自由度のののの高高高高いいいい臨時交付金臨時交付金臨時交付金臨時交付金のののの創設創設創設創設

【【【【提言提言提言提言②②②②】】】】 経済対策関連基金経済対策関連基金経済対策関連基金経済対策関連基金のののの充実強化充実強化充実強化充実強化

「震災復興経済対策交付金（仮称）」の創設

・２２年度の国補正予算で創設された「地域活性化交付金（きめ細かな交付金・住民生活に光を

そそぐ交付金）」をモデルにさらに自由度を高める。

地方が抱える新たな行政課題

地方の知恵と工夫による積極的な施策を展開！

平成２０年度以降、県民生活に身近な施策の展開のため、

国の交付金や補助金により「基金」を創設。

ほとんどの基金が平成２３年度末で終了に・・・

「未曾有の国難」を打開するため、「安全・安心対策」や

「経済・雇用対策」はこれまで以上に喫緊かつ重要な課題

経済対策関連基金の「実施期間の延長」、「積み増し」、

「対象事業の拡大」により、引き続き、施策展開が可能に！

本県ではこれまで

延べ414414414414億円億円億円億円を

歳出予算に計上

地方財政地方財政地方財政地方財政をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく
状況状況状況状況はははは依然厳依然厳依然厳依然厳しいしいしいしい…

西日本西日本西日本西日本のののの経済経済経済経済をををを活性化活性化活性化活性化させさせさせさせ、、、、日本全体日本全体日本全体日本全体のののの経済活性化経済活性化経済活性化経済活性化にににに繋繋繋繋げげげげ、、、、

被災地被災地被災地被災地をはじめをはじめをはじめをはじめ東日本東日本東日本東日本をしっかりとをしっかりとをしっかりとをしっかりと支支支支えるえるえるえる！！！！

「国難」を乗り越

えるための地域経

済の更なる活性化

地域における再生

可能エネルギーの

導入

海外観光戦略の

積極的展開
など…

○森林整備加速化・林業飛躍基金
○緊急雇用創出事業臨時特例基金

など
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のののの整備整備整備整備とととと立地立地立地立地
23232323 震災復興震災復興震災復興震災復興にににに向向向向けたけたけたけた企業企業企業企業にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの充実充実充実充実についてについてについてについて

県担当課（室） 地域経済課，産業立地課
【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針 （Ｐ１５）》
◇地域経済活動の再生

・産業空洞化が加速するおそれがあることから，代替が効かない部品・素材分
， 。野と成長分野における生産・研究開発拠点に対し 国内立地補助を措置する

《国の検討状況等》
◇ 国内サプライチェーン強化の総合対策

・ 生産拠点分散化に対する補助金」の創設「
◇ 東日本大震災により被害を受けた中小企業者に対する資金繰り支援

・ 東日本大震災復興緊急保証制度」の創設「
◇ 「景気対応緊急保証制度」の終了に伴う激変緩和措置

・９月３０日まで「セーフティネット保証（５号 」を全業種指定）

《現状》
■ 震災により，供給網が寸断されたことで，自動車メーカーなどが大規模な減産

を迫られた。
■ 震災による被害・影響を受けた中小企業は,「東日本大震災復興緊急保証制度」

や「セーフティネット保証制度」などの資金繰り支援策を活用しながら，事業継
続や雇用の維持・確保に努めている。

■ 震災により工場や店舗が倒壊等の被害を受け,事業を休止している中小企業は,
事業再開のため資金調達に苦慮している。

《課題》
◆ 東西で相互に補完し，災害に強い多極型産業構造への転換を促進するため，企
業が取り組む，生産拠点に対する支援制度の充実が必要である。

◆ 震災の被害により事業を休止している企業に対しては，国等の助成制度によっ
て，助成が受けられる場合でも,事業再開には自己資金が必要である｡

◆ 震災の影響に加え，円高や原材料高により，中小企業にとっては，厳しい経営
環境が続いており 「セーフティネット保証（５号 」の全業種指定の適用期間， ）
終了後（H23.10.1～）は，中小企業の倒産増加が懸念される｡

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
① 東西で相互に補完し，災害に強い多極型産業構造への転換を促進するため，

，企業が取り組む生産拠点の分散化に対する補助制度，融資制度について
同補助制度を創設するとともに，

企業が行う津波対策，耐震補強等を補助対象とすること・
基金造成することにより２年を超える事業期間を認めること・
収益納付の条項を盛り込まないこと・
低利融資制度（企業立地促進法関連）の利率引き下げ適用を創設すること・

（参考）企業立地促進法関連の低利融資制度では，平成２２年度まで
－０．４％の利率引下げの適用を実施

「セーフティネット保証（５号 」の全業種指定については，１０月１日以降の② ）
期間延長を行うこと。

主管省庁局名 経済産業省，中小企業庁

関係法令等 企業立地促進法，中小企業信用保険法

- 45 -



＜参考＞

企業企業企業企業のののの災害対応力災害対応力災害対応力災害対応力・・・・競争力競争力競争力競争力のののの強化強化強化強化

震災復興震災復興震災復興震災復興にににに向向向向けたけたけたけた企業企業企業企業にににに対対対対するするするする支援制度支援制度支援制度支援制度のののの充実充実充実充実

　　　　提言提言提言提言②②②②
　　「　　「　　「　　「セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネット保証保証保証保証（（（（５５５５号号号号）」）」）」）」のののの全業種指定全業種指定全業種指定全業種指定についてについてについてについて
　　　　　　　　１０１０１０１０月月月月１１１１日以降日以降日以降日以降のののの期間延長期間延長期間延長期間延長のののの実施実施実施実施

震災震災震災震災でででで操業停止操業停止操業停止操業停止

電子部品工場崩壊

大震災影響緊急大震災影響緊急大震災影響緊急大震災影響緊急アンケートアンケートアンケートアンケート調査調査調査調査
（（（（出典抜粋出典抜粋出典抜粋出典抜粋：：：：日本立地日本立地日本立地日本立地センターセンターセンターセンター））））

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災のののの影響影響影響影響

○○○○　　　　国国国国においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、生産拠点分散化生産拠点分散化生産拠点分散化生産拠点分散化にににに対対対対するするするする
     補助制度     補助制度     補助制度     補助制度をををを検討中検討中検討中検討中
○○○○　　　　セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネット保証保証保証保証（（（（第第第第５５５５号号号号））））のののの全業種指定全業種指定全業種指定全業種指定
     適用期間     適用期間     適用期間     適用期間((((平成平成平成平成２３２３２３２３年年年年９９９９月末月末月末月末))))がががが終了終了終了終了したしたしたした場合場合場合場合はははは、、、、
　　 　　 　　 　　 中小企業中小企業中小企業中小企業のののの倒産増加倒産増加倒産増加倒産増加がががが懸念懸念懸念懸念

提言提言提言提言①①①①
　　　　東西東西東西東西でででで相互相互相互相互にににに補完補完補完補完しししし、、、、災害災害災害災害にににに強強強強いいいい多極型産業構造多極型産業構造多極型産業構造多極型産業構造へのへのへのへの転換転換転換転換をををを促進促進促進促進
　「　「　「　「企業企業企業企業がががが取取取取りりりり組組組組むむむむ生産拠点生産拠点生産拠点生産拠点のののの分散化分散化分散化分散化にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度、、、、融資制度融資制度融資制度融資制度」」」」

主要部材主要部材主要部材主要部材のののの供給供給供給供給をををを
日本日本日本日本のののの一拠点一拠点一拠点一拠点にににに依存依存依存依存

するするするするリスクリスクリスクリスクをををを懸念懸念懸念懸念

サプライチェーンサプライチェーンサプライチェーンサプライチェーンのののの崩壊崩壊崩壊崩壊

※※※※全国製造業全国製造業全国製造業全国製造業6666千社千社千社千社（（（（回答数回答数回答数回答数943943943943社社社社））））

企業企業企業企業のののの約約約約３７３７３７３７％％％％
・・・・設備投資補助設備投資補助設備投資補助設備投資補助
・・・・自家発電設備補助自家発電設備補助自家発電設備補助自家発電設備補助
・・・・低利融資等金融支援低利融資等金融支援低利融資等金融支援低利融資等金融支援

部材調達先部材調達先部材調達先部材調達先のののの
見直見直見直見直しをしをしをしを検討検討検討検討

企業支援企業支援企業支援企業支援へのへのへのへの
主主主主なななな要望内容要望内容要望内容要望内容

【【【【検討中検討中検討中検討中のののの補助対象補助対象補助対象補助対象にににに加加加加ええええ】】】】
・・・・企業企業企業企業がががが行行行行うううう津波対策津波対策津波対策津波対策、、、、耐震補強耐震補強耐震補強耐震補強
・・・・基金造成基金造成基金造成基金造成によりによりによりにより２２２２年年年年をををを超超超超えるえるえるえる事業期間事業期間事業期間事業期間
・・・・収益納付収益納付収益納付収益納付のののの条項条項条項条項をををを盛盛盛盛りりりり込込込込まないまないまないまない

【【【【低利融資制度低利融資制度低利融資制度低利融資制度のののの利率引利率引利率引利率引きききき下下下下げげげげ】】】】
・・・・企業立地促進法関連企業立地促進法関連企業立地促進法関連企業立地促進法関連のののの
　　　　特例的特例的特例的特例的なななな－－－－００００．．．．４４４４％％％％のののの利率引利率引利率引利率引きききき下下下下げげげげ
  適用  適用  適用  適用のののの実施実施実施実施

項目
回答数
（社）

構成比
（％）

調達先を見
直し

61 6.5

調達先の見
直しを検討

287 30.4

調達先を見
直さず

522 55.4

項目
回答数
（社）

回答率
（％）

設備投資へ
の補助

594 63.0

自家発電設
備への補助

565 59.9

低利融資等
の金融支援

459 48.7

法人税等減
税措置

437 46.3

36.9
％

補助制度補助制度補助制度補助制度をををを創設創設創設創設するとともにするとともにするとともにするとともに
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24242424 産業競争力強化産業競争力強化産業競争力強化産業競争力強化のためののためののためののための電力需給対策電力需給対策電力需給対策電力需給対策についてについてについてについて

県担当課（室）産業立地課

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針 （Ｐ２２）》

◇電力安定供給の確保とエネルギー戦略の見直し

・ 製造業の空洞化、海外企業の日本離れを防ぐため、電力の安定供給を確

保する。

《国の検討状況等》

◇政策推進指針 ～日本の再生に向けて～

Ⅱ．新たな成長へ向けた国家戦略の再設計・再強化

・ 電力制約の克服，短期・中期・長期からなる革新的エネルギー・環境戦

略を検討。

・ 立地競争力の強化，巨大リスクに備えた経済・産業構造の構築等を検討

《現状》

■ 今後，各地域で，電力の供給力不足に陥ると言われており，震災後の復興，復

旧が急がれる一方で，企業活動への影響が非常に懸念されている。

《課題》

◆ 東日本中心に大規模に電力供給力は減少するなかで，産業競争力の強化の観点

からエネルギー政策が必要である。

◆ 全国的に電源施設が偏在する中で，大規模災害などを想定し，再生可能エネル

ギーをはじめ電源立地を促進し，各地域における「エネルギー自給率」を高める

ことにより，災害に強い「安定したエネルギー供給体制」を構築していく必要が

ある （発電した電力は距離に比例し，送電ロスが生じる）。

◆ 電源立地地域においては，平常時，災害時を問わず，大気，水質，騒音等の環

境悪化リスクを抱える一方で，電気事業法上，電力の供給先についての権限は定

められていない。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
① 地元への安定供給を通じた企業立地「地域エネルギー自給率向上」の観点から，

の促進や雇用の確保と電力供給県としてのメリットを明確にするため，例えば「電

」 ， ，気事業法 に 大規模災害時や電力不足時の電源立地自治体の権限を盛り込むなど

すること。電源立地県に電力が優先供給される仕組みを導入

の考え方のもと，② 地域のエネルギーは地域で生み出す「エネルギーの地産地消」

再生可能エネルギーをはじめ多様な電源立地を推進 エネルギー問することにより，

題に対する意識改革 緊急的な企業の自家発電施設整備に対するを図ること。また，

し，電力需給の強化を図ること。支援制度を創設

主管省庁局名 経済産業省，資源エネルギー庁

関係法令等 電気事業法
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＜参考＞

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー供給地供給地供給地供給地のののの分散化分散化分散化分散化によるによるによるによる産業競争力産業競争力産業競争力産業競争力のののの強化強化強化強化

【【【【現状現状現状現状】　】　】　】　・・・・全国的全国的全国的全国的にににに電源施設電源施設電源施設電源施設がががが偏在偏在偏在偏在 ! ! ! !
　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 ・・・・大震災後大震災後大震災後大震災後、、、、全国的全国的全国的全国的にににに電力供給不足電力供給不足電力供給不足電力供給不足のののの懸念 懸念 懸念 懸念 !!!!

提言提言提言提言①①①①
　　　　地域地域地域地域エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー自給率向上自給率向上自給率向上自給率向上のためのためのためのため、、、、
　　　　エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー供給地供給地供給地供給地としてのとしてのとしてのとしての利点利点利点利点をををを明確化明確化明確化明確化するするするする仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり
　「　「　「　「大規模災害時大規模災害時大規模災害時大規模災害時やややや電力不足時電力不足時電力不足時電力不足時のののの電源立地県電源立地県電源立地県電源立地県へのへのへのへの優先供給優先供給優先供給優先供給」」」」

 ● ● ● ●電源立地県電源立地県電源立地県電源立地県のののの電力供給先電力供給先電力供給先電力供給先にににに対対対対するするするする法的権限法的権限法的権限法的権限なしなしなしなし
 ● ● ● ●原発再稼働原発再稼働原発再稼働原発再稼働にもにもにもにも自治体自治体自治体自治体のののの法的権限法的権限法的権限法的権限はないはないはないはない （ （ （ （電力会社電力会社電力会社電力会社とのとのとのとの任意協定任意協定任意協定任意協定をををを準用準用準用準用しししし事前了解事前了解事前了解事前了解））））

工場工場工場工場 住宅住宅住宅住宅

電力供給地電力供給地電力供給地電力供給地

産業競争力強化産業競争力強化産業競争力強化産業競争力強化のののの観点観点観点観点からのからのからのからのエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策政策政策政策

太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電（（（（徳島県庁徳島県庁徳島県庁徳島県庁））））

企業活動企業活動企業活動企業活動のののの安定化安定化安定化安定化・・・・雇用雇用雇用雇用のののの安定化安定化安定化安定化

電源立地県電源立地県電源立地県電源立地県
環境悪化環境悪化環境悪化環境悪化リスクリスクリスクリスク

（（（（大気大気大気大気、、、、水質水質水質水質、、、、騒音等騒音等騒音等騒音等））））

オフィスオフィスオフィスオフィス原子力発電所原子力発電所原子力発電所原子力発電所

火力発電所火力発電所火力発電所火力発電所

電力消費地電力消費地電力消費地電力消費地

提言提言提言提言②②②②
　　　　多様多様多様多様なななな電源立地電源立地電源立地電源立地をををを各地各地各地各地でででで展開展開展開展開
　「　「　「　「地域地域地域地域ののののエネルギーエネルギーエネルギーエネルギーはははは地域地域地域地域でででで生生生生みみみみ出出出出すすすす」」」」というというというという意識改革意識改革意識改革意識改革
　　　　緊急的緊急的緊急的緊急的なななな「「「「企業企業企業企業のののの自家発電施設整備支援制度自家発電施設整備支援制度自家発電施設整備支援制度自家発電施設整備支援制度」」」」のののの創設創設創設創設

水力発電所水力発電所水力発電所水力発電所

【【【【自給率自給率自給率自給率】】】】※※※※１１１１
Ａ　 Ａ　 Ａ　 Ａ　 県県県県：：：：690690690690％％％％
Ｂ　 Ｂ　 Ｂ　 Ｂ　 県県県県：：：：587587587587％％％％
徳島県徳島県徳島県徳島県：：：：279279279279％％％％

デパートデパートデパートデパート

【【【【自給率自給率自給率自給率】】】】※※※※１１１１
Ｄ　Ｄ　Ｄ　Ｄ　県県県県： ： ： ： 0000％％％％
Ｅ　Ｅ　Ｅ　Ｅ　県県県県： ： ： ： 1111％％％％
Ｆ  Ｆ  Ｆ  Ｆ  県県県県：：：：10101010％％％％

※1※1※1※1

自給率自給率自給率自給率はははは、、、、国内国内国内国内「「「「認可出力認可出力認可出力認可出力（（（（電力会社電力会社電力会社電力会社とととと

電源開発電源開発電源開発電源開発のみのみのみのみカウントカウントカウントカウント）」）」）」）」のののの県別県別県別県別シェアシェアシェアシェア／／／／

国内国内国内国内「「「「使用電力量使用電力量使用電力量使用電力量（（（（年間年間年間年間）」）」）」）」のののの県別県別県別県別シェアシェアシェアシェア

でででで試算試算試算試算したものしたものしたものしたもの

「「「「エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーのののの地産地消地産地消地産地消地産地消」」」」のののの推進推進推進推進

橘湾火力発電所橘湾火力発電所橘湾火力発電所橘湾火力発電所

自家発電設備自家発電設備自家発電設備自家発電設備

送電送電送電送電ロスロスロスロス

発電量発電量発電量発電量のののの
約約約約５５５５％％％％

送電線送電線送電線送電線・・・・変電所変電所変電所変電所

0

100

200

300

400

徳島県徳島県徳島県徳島県のののの電力需給電力需給電力需給電力需給((((最大出力最大出力最大出力最大出力････使用量使用量使用量使用量))))

最大出力約390万ｋｗ

エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー供給供給供給供給をををを
他県他県他県他県にににに依存依存依存依存

最大使用量約124万ｋｗ

（海底ケーブルで関西へも送電）

※※※※２２２２

※2※2※2※2

徳島県徳島県徳島県徳島県におけるにおけるにおけるにおけるピークピークピークピーク時時時時のののの電力使用量電力使用量電力使用量電力使用量

とのとのとのとの対比対比対比対比でありでありでありであり、、、、県別年間使用量県別年間使用量県別年間使用量県別年間使用量をををを用用用用

いたいたいたいた自給率自給率自給率自給率のののの試算試算試算試算とはとはとはとは異異異異なるものなるものなるものなるもの
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25252525 森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化・・・・林業再生事業林業再生事業林業再生事業林業再生事業のののの拡充拡充拡充拡充・・・・延長延長延長延長についてについてについてについて

県担当課（室） 林業振興課，次世代林業戦略室

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針 （P18）》
◇地域経済活動の再生・林業
・ 効率的な木材の加工流通体制の構築を進め，住宅や公共建築物への地域材利
用を積極的に推進する。

・ 木質バイオマスを中心とした持続可能な林業経営・エネルギー供給体制を構築す
る。

《新成長戦略 （P27，39）》
◇ 農林水産分野の成長産業化（森林・林業の再生）
・ ２０２０年までに「木材自給率５０％以上」
・ 国産材の利用拡大，木質バイオマスの活用

《民主党政策集(INDEX2009) （P2,35）》
◇ 路網の整備と林業機械の導入による林業経営の安定化
◇ 木材産業の活性化と木質バイオマス利活用の推進

《現状》
■ 徳島県では，東日本大震災・被災地域の復興に必要な木材の増産に取り組んで
いる。

■ 林業分野では，10年後の生産・消費倍増をめざす「次世代林業プロジェクト」
と，公有林化を核とした森林保全対策に，今年度から重点的に取り組んでいる。

国の「木材利用促進基本方針」に則して，昨年１２月に策定した「とくしま木■
材利用指針」に基づき 「県民総ぐるみ」で県産材の利用推進に取り組んでいる。，

《課題》
◆ 東日本大震災・被災地域の復興に向け，迅速かつ安定的な木材供給体制の構築
と，雇用の場を失った被災者の受入体制の充実が必要である。

◆ 林業の成長産業化の実現には，人づくりから，機械や路網の整備，木材を利用
する消費者への支援まで，総合的な対策の展開が不可欠である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
次次次次のののの２２２２つのつのつのつの項目項目項目項目をををを盛盛盛盛りりりり込込込込んだんだんだんだ総合的総合的総合的総合的なななな対策対策対策対策としてとしてとしてとして，，，，

「「「「森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化・・・・林業再生事業林業再生事業林業再生事業林業再生事業」」」」のののの拡充及拡充及拡充及拡充及びびびび延長延長延長延長をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。
①①①① 東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災のののの被災地域被災地域被災地域被災地域のののの復興復興復興復興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組みみみみ

・ 合板など復興資材の安定供給に必要な の整備や仮設住宅な「木材加工施設」
ど復興用木材の供給に要する を支援すること。「輸送経費」

・ 被災者を林業で受け入れる を創設すること。「林業短期就労体験制度」

②②②② 林業林業林業林業のののの成長産業化成長産業化成長産業化成長産業化のののの実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた，，，，地方地方地方地方のののの戦略的戦略的戦略的戦略的なななな取組取組取組取組みみみみ
・ 林業版直接支払制度の交付対象となる林業事業体に対し，
搬出間伐に不可欠な すること。「先進林業機械の導入」への支援を強化

・ 木材利用促進法が「低層建築物の原則，木造化」を求める
。病院や福祉施設など すること民間の公的施設を含めた木造建築への支援を強化

・ 木造住宅のＣＯ２固定量に応じて，施主が木製品などと交換できる
すること。木造住宅版「エコポイント」制度を創設

豊富な森林資源を活用した地域完結型のエネルギー社会の実現に向け,・
すること。「木質バイオマスエネルギー活用施設の導入」への支援を強化

主管省庁局名 林野庁
関 係 法 令 等 森林法，森林・林業基本法,公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律
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＜参考＞

    

★ ★ ★ ★ 次世代型先進機械次世代型先進機械次世代型先進機械次世代型先進機械
　 　 　 　 導入導入導入導入をををを支援支援支援支援

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県】】】】モデルモデルモデルモデル事業事業事業事業｢｢｢｢ウッドウッドウッドウッド通貨制度通貨制度通貨制度通貨制度｣｣｣｣

県産木造住宅でのＣＯ２固定量に応じた

「ウッド通貨」を提供

｢通貨｣で，家具など県産木製品と交換

木材自給率｢５０％｣
県産材の自給率｢70％｣

生産・消費量｢倍増｣

民 間 病 院民 間 病 院民 間 病 院民 間 病 院

★ ★ ★ ★ 民間民間民間民間のののの公的施設公的施設公的施設公的施設もももも
　 　 　 　 含含含含めめめめ木造化木造化木造化木造化をををを支援支援支援支援

★ ★ ★ ★ 木造住宅版木造住宅版木造住宅版木造住宅版
　「　「　「　「エコポイントエコポイントエコポイントエコポイント」」」」制度制度制度制度をををを創設創設創設創設

    

★ ★ ★ ★ 木材加工施設木材加工施設木材加工施設木材加工施設のののの
　 　 　 　 整備整備整備整備をををを支援支援支援支援

★ ★ ★ ★ 被災地被災地被災地被災地へのへのへのへの木材木材木材木材
　 　 　 　 輸送経費輸送経費輸送経費輸送経費をををを支援支援支援支援

東日本大震災の「「「「被災地域被災地域被災地域被災地域のののの復興支援復興支援復興支援復興支援」」」」と林業の「「「「成長産業化成長産業化成長産業化成長産業化」」」」の２つの視点を見据えた

森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化森林整備加速化・・・・林業再生事業林業再生事業林業再生事業林業再生事業のののの拡充拡充拡充拡充････延長延長延長延長

提言① 　東日本大震災の被災地域の復興支援

提言② 　林業・成長産業化への潜在力発揮

【【【【国国国国】】】】林業版直接支払制度林業版直接支払制度林業版直接支払制度林業版直接支払制度
木
材
増
産

地
域
戦
略

木
材
利
用
拡
大

先進林業機械先進林業機械先進林業機械先進林業機械

民間
利用

フルフルフルフル操業操業操業操業のののの合板工場合板工場合板工場合板工場

仮設住宅仮設住宅仮設住宅仮設住宅のののの供給供給供給供給((((福島福島福島福島))))

地域完結型地域完結型地域完結型地域完結型ののののエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー社会社会社会社会のののの構築構築構築構築

① 間伐・植林などの施業経費を支援

機械化
必要

　公共施設や製材等木材加工施設，
　農業ハウスに
　バイオマスエネルギーを供給

【【【【国国国国】】】】
新成長戦略新成長戦略新成長戦略新成長戦略

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県】】】】
次世代林業次世代林業次世代林業次世代林業プロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクト

2020202020202020年年年年

ﾊﾞｲｵﾏｽ
利用

★ ★ ★ ★ 木質木質木質木質バイオマスバイオマスバイオマスバイオマス
　 　 　 　 エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー導入導入導入導入をををを
　 　 　 　 支援支援支援支援

毎年１割，
木材利用量を増やす
「県産材１０ＵＰ運動」を展開

復

興

木

材

の

供

給  ①基金に復興支援枠を設け,
 　加工施設を整備

　
  

 ②応急仮設住宅の供給
　 （福島県に200戸）

 ①木材の2割増産

  ②県有林・林業公社では、
 　対前年度150％の素材生産

②｢切捨｣から｢搬出｣間伐に転換

公共
利用

農業農業農業農業ハウスハウスハウスハウス用用用用
木質木質木質木質ペレットボイラーペレットボイラーペレットボイラーペレットボイラー

復興
支援

全国展開！
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26262626 農林漁業農林漁業農林漁業農林漁業にににに関関関関するするするする燃油税制燃油税制燃油税制燃油税制のののの特例措置継続特例措置継続特例措置継続特例措置継続についてについてについてについて

県担当課（室）水産課，とくしまブランド戦略課，税務課
【徳島県の現状と課題】

《東日本大震災からの復興の基本方針 （Ｐ14）》
◇ 地域経済活動の再生

・被災地の農林水産業の復興を図り，日本全国のモデルとなるよう取組みを進
め，東北を新たな食料供給基地として再生する。

《新成長戦略 （Ｐ26）》
◇ 農林水産分野の成長産業化

・ 戸別所得補償制度」の導入など意欲ある農林漁業者が安心して事業を継続「
できる環境整備を行う。

《現状》
■ 農林漁業は，燃油価格の影響を大きく受ける経営構造となっている。
■ 施設園芸においては，主に「Ａ重油」を暖房用燃料として，またその他の農業

経営においては，主に「軽油」を動力用燃料として使用している。特に施設園芸
では「Ａ重油」費が経営費の５割以上を占めている。

■ 漁業においては，漁船の動力源として燃油が不可欠であり，燃油費は経営費の
２～３割を占めている。

■ 東日本大震災では多くの漁村が壊滅的な被害を受けたところである。

《課題》
◆ 「農林漁業用軽油に係る軽油引取税の免税措置」並びに「農林漁業用Ａ重油に

係る石油石炭税の免税・還付措置」の適用期限は，いずれも平成24年3月31日ま
でとされている。

◆ 免税措置が打ち切られると，１リットルあたり「軽油」は32.1円，
「Ａ重油」は2.04円、農林漁業者の負担が増加し，経営悪化による栽培面積の
激減や廃業者（特に漁業）の増加等が懸念される。

◆ 国民に農林水産物を安定的に供給するには，農林漁業者の経営安定を図ること
が不可欠であり，農林漁業に関する燃油税制の特例措置を当面継続する等の必要
がある。

◆ 特に被災地においては，燃油費の負担増が地域の復興・再生を失速させる要因
となることが懸念される。

◆ また、災害に伴う農林水産物の減産分を国を挙げて補うには，農林漁業者の経
営安定に寄与する当措置の継続が必要である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
食料の提供を通じ，人々の「いのち」を支える農林水産業の経営安定を図るため，

国策として，総合的な燃油高騰対策の充実・強化を図るとともに次の措置が講じられ
るよう取り組むこと。

農林漁業用軽油に係る軽油引取税の免税措置を当面継続すること。①
農林漁業用Ａ重油に係る石油石炭税の免税・還付措置を恒久化すること。②

主務省庁局名 農林水産省，財務省，総務省

関係法令等 地方税法，租税特別措置法，関税暫定措置法
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＜参考＞

250250250250万円万円万円万円 350350350350万円万円万円万円

徳島県徳島県徳島県徳島県のののの基幹漁業基幹漁業基幹漁業基幹漁業であるであるであるである「「「「小型底小型底小型底小型底びきびきびきびき網漁業網漁業網漁業網漁業」」」」ではではではでは、、、、

燃油費燃油費燃油費燃油費

１１１１経営体経営体経営体経営体あたりあたりあたりあたり年間年間年間年間およそおよそおよそおよそ１００１００１００１００万円万円万円万円のののの負担増負担増負担増負担増！！！！

※　軽油を１日あたり２００リットル使用し、
　年間１５０日操業した場合

施設園芸施設園芸施設園芸施設園芸ではではではでは、、、、経営費経営費経営費経営費にににに占占占占めるめるめるめるＡＡＡＡ重油重油重油重油のののの割合割合割合割合がががが高高高高くくくく、、、、
さらなるさらなるさらなるさらなる経営経営経営経営のののの圧迫圧迫圧迫圧迫にににに！！！！
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27272727 先導的先導的先導的先導的なななな地域医療地域医療地域医療地域医療のののの活性化活性化活性化活性化（（（（ﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾞ゙゙゙ｰｼｮﾝｰｼｮﾝｰｼｮﾝｰｼｮﾝ））））にににに係係係係るるるる
総合特区制度総合特区制度総合特区制度総合特区制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

県担当課（室） 政策企画総局，医療政策課，地域医療再生室，
新産業戦略課，国際戦略課，病院局総務課

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針》
◇高度医療機関と地域の医療機関の連携・協力の確保(P16)
◇産学官が連携した先端的な医療機関の整備(P31)

《新成長戦略》
◇ ライフ・イノベーションによる健康大国戦略（P18）
◇ 観光立国・地域活性化戦略～観光立国の推進～（P23）
◇ 科学・技術・情報通信立国戦略（P29）

《現状》
■ 徳島大学病院と県立中央病院が隣接する全国で唯一の地理的特性を活かした

「総合メディカルゾーン構想」により，高度先端医療・救命救急医療・医師育成
の拠点化と県全体の医療の最適化を推進している。

■ 徳島大学病院「糖尿病対策センター」を設置し，徳島独自のコホート研究を
実施するなど，糖尿病研究開発臨床拠点の形成を目指した「健康・医療クラスタ
ー構想」を推進している。

■ 徳島を発祥とする大手製薬会社が立地し，その中核となる研究所が存在する。
■ 「健康・医療クラスター構想」の成果を活かし，糖尿病に特化した先進的な
医療観光を全国に先駆けて実施している。

《課題》
地域における医療従事者の不足に伴う地域医療崩壊の危機に直面している。■

■ 糖尿病死亡率全国ワースト１が続くとともに，糖尿病有病率が高い。
■ 入国審査事務など 「医療観光」における円滑な外国人受入のための環境整備が，

必要である。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
① 全世界で 億 万人と言われる糖尿病の克服に向け，地域が先駆的に取り2 8,500

組んでいるプロジェクトについて地域活性化総合特区となるよう制度の充実を
行うこと。

○主な規制の特例措置
・隣接する大学病院と県立病院が協力して相乗効果を発揮できる様な取扱い
（検査業務の相互委託，ＰＥＴ検査用診断薬の供給，医療従事者の相互派遣）

・ 遠隔医療」に関する規制の緩和及び診療報酬の適用「
・糖尿病関連治療薬承認手続きにおける規制緩和
・国が行う入国審査事務に対し地方公共団体職員が協力できるシステムの構築

○主な財政上の支援措置
・ 総合メディカルゾーン」内における医療情報連携システムの整備「
・ 地域医療支援センター 「ドクターヘリ」等への支援維持・充実「 」
・地域イノベーション戦略支援プログラムの支援維持・充実

主管省庁局名 内閣府

関係 法 令等 総合特別区域法等
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＜参考＞

先端医療を最大限活かした暮らしの安全安心の充実と地域資源を活かした成長戦略

地域医療地域医療地域医療地域医療のののの再生再生再生再生
【【【【安全安心安全安心安全安心安全安心のののの充実充実充実充実】】】】

徳島徳島徳島徳島モデルモデルモデルモデルのののの医療観光医療観光医療観光医療観光のののの促進促進促進促進
【【【【成長戦略成長戦略成長戦略成長戦略】】】】

総合メディカル
ゾーン構想

世界レベルの糖尿病
研究開発臨床拠点

徳島モデルの
医療観光

先導的先導的先導的先導的なななな地域医療地域医療地域医療地域医療のののの活性化活性化活性化活性化（（（（ﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾗｲﾌｲﾉﾍﾞ゙゙゙ｰｼｮﾝｰｼｮﾝｰｼｮﾝｰｼｮﾝ）　）　）　）　総合特区総合特区総合特区総合特区

地域における医療従事者の不足に伴う地域医療崩壊の危機

糖尿病死亡率全国ワースト１が続くとともに、糖尿病有病率が高い

地域医療地域医療地域医療地域医療のののの再生再生再生再生

徳島経済徳島経済徳島経済徳島経済のののの活性化活性化活性化活性化

入国審査事務など、「医療観光」における円滑な外国人受入のための環境整備

地
域
の
課
題

地
域
資
源

徳島大学病院と県立中央病院が隣接する地理的条件

「徳島大学糖尿病臨床・研究開発センター」の存在

「徳島大学病院糖尿病対策センター」を県と大学で設置

徳島が発祥である大塚グループが立地し、その中核となる研究所の存在

先
駆
性
・
独
自
性

「総合メディカルゾーン構想」による県全体の医療の最適化を推進

徳島大学での予防に重点をおいた糖尿病新規治療法の研究

徳島大学での先進的な糖尿病検診の開発を活かし、全国に先駆け糖尿病を対象と
した「医療観光」を実施

・隣接する県立病院と大学病院を単一の
病院とみなす取扱い
・「遠隔医療」に関する規制緩和
・糖尿病関連治療薬の承認手続きの規制
緩和
・入国審査事務に地方公共団体職員が協
力できるシステムの構築　等

・「総合メディカルゾーン構想」の取組を推
進するための財政支援
・「地域医療支援センター」「ドクターヘリ」
等への支援維持・充実
・地域イノベーション戦略支援プログラム
の支援維持・充実　等

規制等規制等規制等規制等のののの特例措置特例措置特例措置特例措置 財政等財政等財政等財政等のののの支援措置支援措置支援措置支援措置

提言

制度制度制度制度のののの拡充拡充拡充拡充
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28282828 ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤバレイバレイバレイバレイ構想推進構想推進構想推進構想推進にににに係係係係るるるる総合特区制度総合特区制度総合特区制度総合特区制度のののの拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

県担当課（室） 政策企画総局，新産業戦略課

【【【【徳島県徳島県徳島県徳島県のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題】】】】

《東日本大震災からの復興の基本方針》
◇ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの利用促進とｴﾈﾙｷﾞｰ効率の向上（P21）
◇ 再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入促進及び省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策等の推進（P22）

《新成長戦略》
◇ ｸﾞﾘｰﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝによる環境･ｴﾈﾙｷﾞｰ大国戦略（P15）

《現状》
■ 平成17年12月に「21世紀の光源であるLEDを利用する光産業の集積」を基本目標

とする「LEDﾊﾞﾚｲ構想」を策定，平成19年3月には 「LEDﾊﾞﾚｲ構想行動計画」を策，
定し，工場・研究所等の集積，高度技術者の育成や先端技術の研究開発を行う拠
点の形成に向けた取組を推進。

■ 平成22年度末の「LED関連企業100社集積」という目標を「半年前倒し」で達成
， ， ，するとともに 企業売上や雇用効果においては 直近1年間の製品売上高52.7億円

新規雇用326名を創出。
■ 平成23年度からの4年間をLED関連産業の「成長期」と位置づけ，新たな道標と

なる「LEDﾊﾞﾚｲ構想ﾈｸｽﾄｽﾃｰｼﾞ行動計画」を本年7月に策定し，100社集積のｽｹｰﾙﾒﾘｯ
ﾄを活かし，関連企業間のｼﾅｼﾞｰ効果を発揮させ，LED関連産業の成長を加速化。

《課題》
■ 異常な円高環境下で，世界最高水準の技術が海外へ移転し，我が国が国際競争
から取り残されることが懸念。

■ 低炭素型産業の世界的生産拠点を有する本県のLED関連産業を強力に支援するこ
とが必要。

国難を打破する政府補正予算編成に向けて

【【【【徳島発徳島発徳島発徳島発のののの政策提言政策提言政策提言政策提言】】】】

《《《《具体的内容具体的内容具体的内容具体的内容》》》》
① 成長産業であるLED関連企業の活動を支援し，徳島を「日本におけるLED産業ｸﾗｽ

ﾀｰ」として位置づけられるような取組を推進し，地域活性化総合特区となるよう
制度の充実を行うこと。

○主な規制・制度の特例措置
・家電ｴｺﾎﾟｲﾝﾄの対象製品にLED照明器具を追加
・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の電解液溶媒を引火性液体分類から除外
・大型蓄電ｼｽﾃﾑにﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池を使用する場合，危険物分類の例外に

○主な税制上の支援措置
・誘致企業に対する法人税率の引き下げと県内企業に対する軽減措置
・LED照明などの単体導入についてもｸﾞﾘｰﾝ投資減税の対象に

○主な財政上の支援措置
・LED関連産業分野の技術開発及び新製品の導入促進を図ることを目的とした
基金を造成するための財政支援

・LEDとｱｰﾄが融合した特区ならではの「にぎわいづくり」に対する財政支援
・中小企業の新規設備導入等に対する助成及び収益納付制度の適用除外

○主な金融上の支援措置
・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業など，誘致企業や工場新増設に対する政府系金融機関による手厚
い融資制度の創設

○主なその他の支援措置
・全てのLED関連製品のﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞとし，さらには国家ﾚﾍﾞﾙの試行地域として活用

主管省庁局名 内閣府
関係 法 令等 総合特別区域法等
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＜参考＞

Ｌ Ｅ Ｄ Ｌ Ｅ Ｄ Ｌ Ｅ Ｄ Ｌ Ｅ Ｄ バ レ イ バ レ イ バ レ イ バ レ イ 構 想 推 進 総 合 特 区構 想 推 進 総 合 特 区構 想 推 進 総 合 特 区構 想 推 進 総 合 特 区

◇◇◇◇異常異常異常異常なななな円高環境下円高環境下円高環境下円高環境下でででで、、、、世界最高水準世界最高水準世界最高水準世界最高水準のののの技術技術技術技術がががが海外海外海外海外へへへへ移転移転移転移転しししし、、、、我我我我がががが国国国国
  が  が  が  が国際競争国際競争国際競争国際競争からからからから取取取取りりりり残残残残されることがされることがされることがされることが懸念懸念懸念懸念
◇◇◇◇低炭素型産業低炭素型産業低炭素型産業低炭素型産業のののの世界的生産拠点世界的生産拠点世界的生産拠点世界的生産拠点をををを有有有有するするするする本県本県本県本県ののののＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ関連産業関連産業関連産業関連産業をををを
  強力  強力  強力  強力にににに支援支援支援支援することがすることがすることがすることが必要必要必要必要

徳島経済徳島経済徳島経済徳島経済のののの活性化活性化活性化活性化・・・・低炭素型社会低炭素型社会低炭素型社会低炭素型社会のののの実現実現実現実現

課
題

施設施設施設施設・・・・設備投資設備投資設備投資設備投資
の  の  の  の  促  進促  進促  進促  進

性能評価体制性能評価体制性能評価体制性能評価体制にににに
よるよるよるよる技術支援技術支援技術支援技術支援

関連企業関連企業関連企業関連企業
のののの組織化組織化組織化組織化

にぎわいづくりにぎわいづくりにぎわいづくりにぎわいづくり
へ の へ の へ の へ の 支 援支 援支 援支 援

規制等の
特例措置

財政上の
支援措置

優先購入
の適用

・家電エコポイントの対象製品にＬＥＤ照明器具を追加
・リチウムイオン電池の電解液溶媒を引火性液体分類から
 除外
・大型蓄電システムにリチウムイオン電池を使用する場合、
 危険物分類の例外に

地域活性化
への支援

・ＬＥＤ関連産業分野の技術開発及び新製品の導入促進を
 図ることを目的とした基金を造成するための財政支援
・ＬＥＤとアートが融合した「にぎわいづくり」への財政支援
・中小企業の新規設備導入等に対する助成及び収益納付
 制度の適用除外設備投資に

対する支援

総 合 特 区 構 想 実 現 総 合 特 区 構 想 実 現 総 合 特 区 構 想 実 現 総 合 特 区 構 想 実 現 に に に に 向 向 向 向 け た け た け た け た 主 主 主 主 な な な な 提 言提 言提 言提 言

規制緩和

ＬＥＤの
普及促進

地
域
資
源

先
駆
性
・
独
自
性

◇◇◇◇「「「「世界最大世界最大世界最大世界最大」」」」ののののＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤメーカーメーカーメーカーメーカーがががが立地立地立地立地、「ＬＥＤ、「ＬＥＤ、「ＬＥＤ、「ＬＥＤ関連企業関連企業関連企業関連企業１００１００１００１００社社社社」」」」集積集積集積集積

◇◇◇◇「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾚｲﾚｲﾚｲﾚｲ構想構想構想構想」、「ＬＥＤ」、「ＬＥＤ」、「ＬＥＤ」、「ＬＥＤﾊﾊﾊﾊﾞ゙゙゙ﾚｲﾚｲﾚｲﾚｲ構想構想構想構想ﾈｸｽﾄｽﾃｰｼﾈｸｽﾄｽﾃｰｼﾈｸｽﾄｽﾃｰｼﾈｸｽﾄｽﾃｰｼﾞ゙゙゙行動計画行動計画行動計画行動計画」」」」をををを策定策定策定策定しししし、、、、
  「  「  「  「21212121世紀世紀世紀世紀のののの光源光源光源光源であるであるであるであるＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤをををを利用利用利用利用するするするする光光光光（（（（照明照明照明照明））））産業産業産業産業のののの集積集積集積集積」」」」をををを推進推進推進推進

◇◇◇◇ＬＥＤ、ＬＥＤ、ＬＥＤ、ＬＥＤ、リチウムイオンリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオン電池電池電池電池、、、、太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電をををを組組組組みみみみ合合合合わせたわせたわせたわせた独自独自独自独自のののの環境環境環境環境
  技術  技術  技術  技術（（（（例例例例えばえばえばえば多機能防災多機能防災多機能防災多機能防災システムシステムシステムシステム））））

「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ王国王国王国王国・・・・徳島徳島徳島徳島」」」」のののの実現実現実現実現

◇◇◇◇「「「「西日本最大級西日本最大級西日本最大級西日本最大級」」」」となるとなるとなるとなるＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ応用製品応用製品応用製品応用製品のののの性能評価体制性能評価体制性能評価体制性能評価体制

◇◇◇◇低炭素型社会低炭素型社会低炭素型社会低炭素型社会のののの実現実現実現実現ををををリードリードリードリードするするするするリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオン電池電池電池電池のののの生産拠点生産拠点生産拠点生産拠点
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